
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

令和元年１２月１７日答申分 

 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      ０件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ０件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           ３件 

         国 民 年 金 関 係         ３件 

         厚生年金保険関係         ０件 

    



  

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900217 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 1900027 号 

 

第１ 結論 

   昭和 48 年＊月から昭和 58 年２月までの請求期間については、国民年金保険料

を納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 48 年＊月から昭和 58 年２月まで 

私の国民年金の加入手続は、私が 20 歳になった昭和 48 年＊月頃に父親がＡ

市役所で行ってくれた。請求期間の保険料については、昭和 54 年４月に婚姻す

るまでは父親が、婚姻してからは主に元夫が納付しており、元夫の都合が悪い

ときは私が金融機関の窓口で納付していた。 

以前、確認した際に請求期間の保険料は納付済みと記録されていたが、その

記録が取り消されているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者は、請求期間後の国民年金加入期間において保険料の未納はないほか、

請求者が婚姻するまでの保険料を納付していたとする父親は、国民年金制度発足

（昭和 36 年４月）当初から 60 歳に到達するまで全ての保険料が納付されており、

保険料の納付意識が高かったことがうかがわれる。 

   しかしながら、請求者は、請求期間に係る国民年金の加入手続及び婚姻までの

保険料納付に直接関与しておらず、婚姻後において請求者自身が保険料を納付し

た際は、金融機関の窓口で納付していたとしているものの、納付時期及び納付金

額に関する記憶は明確ではなく、加入手続を行い、婚姻までの保険料を納付して

いたとする父親は既に亡くなっており、婚姻後の保険料を主に納付していたとす

る元夫に聴取しても、請求者に係る保険料納付について具体的な陳述を得ること

はできなかったことから、請求期間の加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明

である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによると、請求者の国民年金

手帳記号番号は、昭和 58 年５月頃にＡ市において払い出されており、請求者に

対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、



   

請求者の国民年金の加入手続は、この頃に初めて行われ、その際に、昭和 58 年

３月 19 日に被保険者資格を取得する事務処理が行われたものとみられる。この

ため、請求者は、請求期間において国民年金に未加入であり、請求者、父親及び

元夫は、請求期間の保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、請求者の国民年金の被保険者資格取得日は、元夫が厚生年金保険の被

保険者資格を喪失した昭和 58 年３月 19 日と同日とされているところ、請求者は、

元夫が厚生年金保険の被保険者であった期間は国民年金の任意加入対象者に該

当しており、任意加入対象期間については、制度上、遡って被保険者資格を取得

することはできないことから、昭和 58 年５月頃の加入手続において、昭和 58 年

３月 19 日を請求者の資格取得日とした事務処理に不自然な点はなく、このこと

から、請求者及び元夫は、加入手続後においても、国民年金に未加入である請求

期間の保険料を納付することができなかったものとみられる。 

   加えて、請求者は、納付済みとされていた請求期間の記録が取り消された旨主

張しているところ、ⅰ）Ａ市における請求者の国民年金被保険者名簿（平成 13

年度末現在）によると、被保険者資格の取得年月日は昭和 58 年３月 19 日とされ、

請求期間の保険料が納付されていた形跡は見当たらないこと、ⅱ）Ａ市における

昭和 57 年度国民年金印紙検認状況表によると、請求者の昭和 57 年４月から昭和

58 年２月までの保険料が納付されていた形跡は見当たらないこと、ⅲ）戸籍の附

票によると、請求者は、請求期間のうち一部期間はＢ町に住所を定めていること

が確認できるところ、紙台帳検索システムによると、請求者の同町における国民

年金被保険者名簿等の帳簿類は索出されないため、同町において保険料が納付さ

れていた形跡はうかがえないことから、請求期間の保険料が納付済みとされてい

たとする事情は見いだせない。 

このほか、請求者、父親及び元夫が請求期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（確定申告書、家計簿等）はなく、請求期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900200 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 1900028 号 

 

第１ 結論 

   平成 19 年７月から平成 24 年６月までの請求期間及び平成 25 年９月から平成

27 年６月までの請求期間については、国民年金保険料を追納した期間に訂正する

ことを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 19 年７月から平成 24 年６月まで 

                ： ② 平成 25 年９月から平成 27 年６月まで 

    令和元年６月に、Ａ年金事務所から追納の案内が届いたことを契機として、

請求期間①のうち、平成 19 年７月から平成 21 年２月までの納付猶予期間、平

成 21 年３月から平成 24 年６月までの全額免除期間、請求期間②のうち、平成

25 年９月から平成 26 年６月までの半額免除期間、平成 26 年７月から平成 27

年６月までの全額免除期間について追納されていない記録となっていることに

気付いた。しかし、平成 27 年９月に全ての期間について追納の申出をし、保険

料を金融機関のＡＴＭで納付した記憶があるので、調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   オンライン記録によると、請求者の年金記録を管理している制度共通の基礎年

金番号は、請求者が 20 歳に到達したことを契機に付番され、その際に、第１号

被保険者として国民年金被保険者資格を取得する事務処理が行われており、請求

者の国民年金に係る年金記録は、継続して当該基礎年金番号により管理されてい

る。 

また、オンライン記録によると、平成 26 年４月 30 日に平成 18 年４月から平

成 19 年５月までの期間に係る後納の申込み及び平成 19 年７月から平成 24 年６

月までの期間に係る追納の申込みがされ、平成 27 年９月４日に再度、平成 18 年

４月から平成 19 年５月までの期間に係る後納の申込みがされ、平成 18 年４月か

ら平成 19 年５月までの期間に係る後納保険料（209,080 円）が、平成 27 年９月

９日に収納された記録が確認できる。 



   

請求者は、平成 27 年９月に請求期間①及び②に係る追納保険料を納付したと

主張しているところ、オンライン記録によると、請求期間①及び②は免除等承認

期間（平成 19 年７月から平成 21 年２月までの期間は納付猶予期間、平成 21 年

３月から平成 24 年６月までの期間及び平成 26 年７月から平成 27 年６月までの

期間は全額免除期間、平成 25 年９月から平成 26 年６月までの期間は半額免除期

間）と記録されていることから、請求者が納付した時期と主張する平成 27 年９

月は、請求期間①及び②に係る国民年金保険料の追納が可能な時期である。 

しかしながら、請求者は、平成 26 年４月 30 日に追納の申込みをしたが、支払

期限が過ぎてしまったため、平成 27 年９月４日に再度、請求期間①及び②に係

る追納の申込みをしたと主張しているところ、日本年金機構は、平成 26 年４月

30 日にＢ年金事務所で受付した国民年金保険料追納申込書はあるが、平成 27 年

９月４日に受付した国民年金保険料追納申込書はない旨回答していることから、

請求者の主張どおり、平成 27 年９月４日に、請求期間①及び②に係る追納申込

書を提出したことは確認できない。 

また、日本年金機構は、追納の申込みをした者が、申込みをした年度内に追納

保険料を納付できなかったとして翌年度以降に追納を希望する場合、追納可能期

間内であり、前回申し込んだ内容と同一であれば、電話等により追納の意思表示

を行えば、追納申込書を再度提出することなく、納付書を発行する処理が可能で

あった旨回答している。しかし、平成 26 年４月 30 日にＢ年金事務所で受付され

た国民年金保険料追納申込書によると、請求者が記載した追納申込期間は、平成

19 年７月から平成 24 年６月までの期間（請求期間①）のみであることから、平

成 27 年９月時点において、請求者は、上述の方法で、請求期間②に係る追納保

険料の納付書を入手することはできなかった上、日本年金機構は、オンライン記

録及び平成 27 年９月に追納保険料に係る納付書の再発行をした履歴はないと回

答していることから、請求者が平成 27 年９月に請求期間①に係る追納の意思表

示を行ったとは推認できない。 

さらに、請求者は、請求期間①及び②に係る追納保険料を、平成 18 年４月か

ら平成 19 年５月までに係る後納保険料と同時に、平成 27 年９月に金融機関のＡ

ＴＭで、100 万円くらい入金したと主張していることから、金融機関に対し、平

成 27 年９月における請求者に係る国民年金保険料の収納状況について照会した

ところ、「請求者が平成 27 年９月に、当金融機関のＡＴＭで国民年金保険料を

納付した際の領収済データはない」と回答しており、請求者に係る平成 27 年中

の控除証明書発行事蹟によると、平成 27 年中の納付済額合計は、284,610 円であ

ることから、請求者が請求期間①及び②に係る保険料を追納したことをうかがわ

せる事情を見いだすことができない。 

   このほか、請求者が追納したとする平成 27 年９月は、基礎年金番号が導入され

た平成９年１月以降の期間であり、年金記録における事務処理の機械化がより一

層促進され、記録管理の強化が図られていた時期である上、平成 14 年４月以降

は、保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、収納機関からの納付通知の

電子的実施等、事務処理の機械化が一層促進された時期に該当することから、年



   

金記録の記録漏れ、記録誤り等があるとは考え難いところ、請求者が請求期間①

及び②の保険料を追納していたことが確実と認められる関連資料はなく、請求者

の主張とそれに対する行政側の行為の関連性が見て取れるような周辺事情も見

当たらない。 

   これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、請求者が請求期間の国民年金保険料を追納していたものと認めることはでき

ない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900241 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 1900029 号 

 

第１ 結論 

   昭和 42 年４月から昭和 48 年３月までの請求期間については、国民年金保険料

を納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 42 年４月から昭和 48 年３月まで 

  私は、20 歳になった頃、Ａ市で国民年金に加入し保険料を納付しており、婚

姻後は、転居先のＢ町（現在は、Ｃ市）で夫の分と一緒に夫婦二人分の保険料

を、定期的に送られてくる納付書によりＢ町役場又はＣ市役所で納付していた。

請求期間の夫の保険料は納付済みとされているのに、私の分だけが未納とされ

ていることはおかしい。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間について、夫の分と一緒に夫婦二人分の保険料を納付して

いた旨主張しているところ、夫の保険料は納付済みとされており、戸籍の附票に

よると、請求者は、昭和 41 年 12 月（婚姻）からＢ町に住所地を定めていたこと

が確認できる。 

しかしながら、国民年金受付処理簿によると、請求者の国民年金手帳記号番号

は、Ａ市において、昭和 41 年 1 月に払い出され、その際に、昭和 40 年＊月（20

歳到達時）に被保険者資格を取得する事務処理が行われており、Ａ市の国民年金

被保険者名簿の保険料納付記録欄には、同資格が、昭和 42 年４月に喪失と記載

されている。オンライン記録によると、当該喪失に係る事務処理は確認できない

ものの、ⅰ）請求者は、Ｂ町での国民年金の手続について、具体的な記憶はない

旨陳述していること、ⅱ）国民年金被保険者台帳によると、請求期間に係る保険

料納付状況欄に昭和 49 年９月頃の印があること、ⅲ）請求者の所持する国民年

金手帳によると、Ｂ町又はＣ市の住所の記載がされておらず、国民年金印紙検認

記録欄においても、請求期間の保険料が納付された記録はないこと、ⅳ）請求期

間直後の昭和 48 年度の保険料について、夫は現年度納付されているものの、請

求者は、昭和 50 年 12 月に過年度納付されており、昭和 49 年度以降の保険料が



   

現年度納付されていることなどを考え合わせると、Ｂ町及びＣ市における請求者

の請求期間に係る記録管理は、昭和 49 年頃に行われたものと推認される。この

ため、請求者は、請求期間当時、Ｂ町又はＣ市において夫婦二人分の保険料を納

付することができなかったものと考えられる。 

また、請求者は、請求期間の保険料について、定期的に送られてくる納付書に

よりＢ町役場又はＣ市役所で納付していた旨陳述しているところ、Ｃ市は、昭和

46 年度までは年金手帳に印紙を貼付する印紙検認方式で保険料の収納を行った

旨回答していることから、請求者の陳述は当時の状況と相違する。 

   さらに、上述のとおり、請求期間の夫の保険料は納付済みとされているものの、

夫の国民年金手帳記号番号は、Ｂ町において昭和 41 年９月に払い出され、継続

して記録管理されていることが確認できる。しかし、Ｂ町及びＣ市における請求

者の請求期間に係る記録管理は、昭和 49 年頃に行われたものと推認されること

から、夫とは状況が異なるほか、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及び

オンライン記録によると、上述の国民年金手帳記号番号以外に請求者に対して別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

加えて、上述のＢ町及びＣ市における請求者の請求期間に係る記録管理が行わ

れた時期（昭和 49 年頃）を基準とすると、請求者は、請求期間のうち、昭和 47

年頃に、過年度保険料として遡って納付することが可能であった期間はあったも

のの、請求者の主張は当時に保険料を納付したとするものであるほか、国民年金

被保険者台帳においても、請求者が当該期間を過年度保険料として遡って納付し

たことを推認する事情は見いだせない。 

このほか、請求者が請求期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）はなく、請求期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 


